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 「横浜 IR の方向性（素案）」（以下「素案」という。）についてパブリックコメントが行わ

れている。IR で見込まれる従業員が１万人（素案９２頁）、間接効果を含んだ運営時

の 雇 用 創出効 果 は７ 万７ 千 人～ １２ 万７ 千 人（素 案 ８７ 頁）で あ ると い う 。 横 浜市の 生

産年齢人口は２０１９年の約２３５万人から２０６５年の約１６２万人に減り、老年人口

は２０１９年の約９２万人から２０６５年の約１０７万人に増えるという（素案 5 頁）。 

 対して、平成２６年の経済センサスによると横浜市域の従業者数別の産業構造では

１位が卸売・小売業（約２９万人）、２位が医療・福祉（約２２万人）、３位がサービス業

（約１５万人）、４位が宿泊業・飲食サービス業（約１５万人）、５位が製造業（約１３万

人）であり、これだけで９４万人に上る。 

２０１６年の総務省の社会生活基本調査によると神奈川県民の通勤時間が一番長

く５時間５５ 分、神 奈川 県民の睡 眠 時間は日 本 で３番目に 短く７時 間 ３２分であ り、そ

もそも日本人の睡眠時間は７時間２２分と OECD 諸国の中で最低である（２０１９年）。 

共働きや一人世帯の増加、超高齢化により、今後、福祉・看護・介護・保育の人材

需要が高まる中、厚生労働省は福祉・看護・介護・保育の人材不足を挙げ、老年人口

の増加と生産年齢人口の減少により更にその傾向が強まることが想定される。 

こうした状況を踏まえて言えることは「いかに少ない労働力を通勤時間で疲弊させ

る こと な く 今 後 高 ま る 福 祉 ・ 看 護 ・介 護 ・ 保 育と い う サ ー ビ ス の 現 場 に 近 い と ころ で 供

給することができるか」という視点が必要ということではないだろうか。また、横浜市民

の 賃 金 の 底 上 げ を 図 る こと こ そ が 、 横 浜 市 民 及 び 横 浜 市 の 財 政 に 益 す る と ころ が 多

いと言えないだろうか。 

IR と いう「 人の二次的 需要」である観光に労 働力を取ら れては、 こうした福祉・ 看

護 ・ 介 護 ・ 保 育 の 労 働 力 需 要 に 対 応 で き ず 、 住 民 に 必 要 な サ ー ビ ス が 滞 っ て し ま う 。

IR 誘致の前に、横浜市は長期的な労働力需要を見越した上で産業戦略を策定してほ

しい。 

最後に、「富裕層が遊ぶ傍らで低賃金でこきつかわれること」が「質の高い魅力的

な職場」（素案９５頁）なのか。「観光客をもてなす人材」（素案５６頁）とは「富裕層をも

てなす貧民になれ」ということなのか。横浜市に問いたい。 


